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貸 借 対 照 表 

（2015 年 3 月 31 日） 

       （単位：円）  

資産の部         

Ⅰ 固定資産         

１ 有形固定資産         

  土地   6,025,082,000      

      建物 3,726,324,984        

       減価償却累計額 △1,191,578,816  2,534,746,168      

      構築物 99,524,238        

       減価償却累計額 △58,706,488  40,817,750      

      機械装置  

       減価償却累計額 

17,004,326 

△83,354 
 

 

16,920,972 
     

      工具器具備品 339,893,350        

       減価償却累計額 △180,959,652  158,933,698      

      図書   1,458,420,933      

      美術品・収蔵品   6,502,005      

      建設仮勘定   114,289,644      

      有形固定資産合計   10,355,713,170      

         

２ 無形固定資産         

        ソフトウェア   5,827,707      

      電話加入権   64,000      

      無形固定資産合計   5,891,707      

         

  ３ 投資その他の資産         

      長期貸付金 1,737,000        

       貸倒引当金 △72,500  1,664,500      

      投資その他の資産合計   1,664,500      

       固定資産合計     10,363,269,377    

         

Ⅱ 流動資産         

     現金及び預金   1,065,623,332      

     未収学生納付金収入   44,650      

     その他未収入金   2,531,403      

     前渡金   432      

     未収収益   808,328      

        流動資産合計     1,069,008,145    

        資産合計       11,432,277,522  
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負債の部         

Ⅰ 固定負債         

     資産見返負債         

      資産見返運営費交付金等 889,884,298        

      資産見返補助金等 4,454,121        

      資産見返寄附金 75,959,424        

      資産見返物品受贈額 1,255,475,698  2,225,773,541      

     長期寄附金債務   61,199,303      

     長期リース債務   87,598,312      

       固定負債合計     2,374,571,156    

         

 Ⅱ 流動負債         

     運営費交付金債務   21,511,452      

     寄附金債務   84,047,410      

     未払金   212,022,971      

     リース債務   25,881,071      

     未払費用   4,067,835      

     前受金   3,451,800      

     預り金   13,856,360      

     預り科学研究費補助金等   6,197,415      

     賞与引当金   13,903,925      

       流動負債合計     384,940,239    

       負債合計       2,759,511,395  

         

         

純資産の部         

 Ⅰ 資本金         

     地方公共団体出資金   8,813,900,000      

       資本金計     8,813,900,000    

 Ⅱ 資本剰余金         

     資本剰余金   6,637,005      

     損益外減価償却累計額   △907,404,331      

       資本剰余金合計     △900,767,326    

 Ⅲ 利益剰余金         

     前中期目標期間繰越積立金   588,558,476      

     教育研究の質の向上及び組織 

運営の改善目的積立金 
  

 

104,219,527 
     

     当期未処分利益   66,855,450      

     （うち当期総利益    66,855,450 ）    

       利益剰余金合計     759,633,453    

     純資産合計       8,672,766,127  

       負債純資産合計       11,432,277,522  
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損 益 計 算 書 

（2014 年 4 月 1 日から 2015 年 3 月 31 日） 

       （単位：円） 

経常費用        

業務費        

教育経費   209,493,671     

研究経費   61,775,831     

教育研究支援経費   81,521,661     

受託事業費   2,973,381     

役員人件費   99,499,139     

教員人件費        

常勤教員 969,834,233       

非常勤教員 153,314,453  1,123,148,686     

職員人件費        

常勤職員 367,820,077       

非常勤職員 65,408,173  433,228,250  2,011,640,619   

一般管理費   
 

 249,278,383   

財務費用       

 支払利息   
 

 1,678,363   

経常費用合計      2,262,597,365 

        

経常収益        

運営費交付金収益     1,030,034,614   

授業料収益     925,817,264   

入学金収益     182,822,700   

検定料収益     37,322,000   

受託事業等収益        

国又は地方公共団体からの受託事業等収益 

国又は地方公共団体以外からの受託事業等収益 
  

350,000 

3,024,000 
 

 

3,374,000 
  

寄附金収益     8,162,520   

資産見返負債戻入        

資産見返運営費交付金等戻入   70,045,364     

資産見返補助金等戻入   383,796     

資産見返寄附金戻入   6,844,805     

資産見返物品受贈額戻入   11,389,077  88,663,042   

財務収益        

受取利息   3,547,477     

その他財務収益   6,759  3,554,236   

雑益        

財産貸付料収入   15,149,612     

講習料収入   2,313,200     

研究関連収入   13,033,500     

その他   9,572,002  40,068,314   

経常収益合計       2,319,818,690 

経常利益       57,221,325 

       

臨時利益        

貸倒引当金戻入益       34,125 

        

当期純利益       57,255,450 

前中期目標期間繰越積立金取崩額       9,600,000 

当期総利益       66,855,450 
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キャッシュ・フロー計算書 

（2014 年 4 月 1 日から 2015 年 3 月 31 日） 

（単位：円） 

Ⅰ  業務活動によるキャッシュ・フロー     

     原材料、商品又はサービスの購入による支出   △304,168,837  

     人件費支出   △1,704,148,794  

     その他の業務支出   △165,543,649  

     運営費交付金収入   1,100,176,000  

     授業料収入   951,655,000  

     入学金収入   182,822,700  

     検定料収入    37,322,000  

     受託事業等収入   2,834,000  

     寄附金収入   38,071,500  

     その他収入   42,593,806  

     預り金等の増減   1,904,805  

   業務活動によるキャッシュ・フロー   183,518,531  

     

Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー     

     有形固定資産の取得による支出   △250,705,638  

     長期貸付金の返済による収入   1,057,500  

     定期預金の預入による支出   △2,250,000,000  

     定期預金の払戻による収入   2,250,000,000  

         小  計   △249,648,138  

     利息及び配当金の受取額   3,590,984  

   投資活動によるキャッシュ・フロー   △246,057,154  

     

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー     

     リース債務の返済による支出   △10,148,366  

         小  計   △10,148,366  

     利息の支払額   △1,495,551  

   財務活動によるキャッシュ・フロー   △11,643,917  

     

Ⅳ  資金増減額   △74,182,540  

Ⅴ  資金期首残高   139,805,872  

Ⅵ  資金期末残高   65,623,332  
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利益の処分に関する書類 

 

 

 

 

（単位：円） 

 

 

Ⅰ 当期未処分利益    66,855,450 

当期総利益  66,855,450   

     

Ⅱ 利益処分額     

   地方独立行政法人法第 40 条第 3項により設立団体の長の 

承認を受けた額 
    

     教育研究の質の向上及び組織運営の改善目的積立金  66,855,450  66,855,450 
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行政サービス実施コスト計算書 

（2014 年 4 月 1 日から 2015 年 3 月 31 日） 

（単位：円） 

Ⅰ 業務費用       

   （１）損益計算書上の費用       

     業務費 2,011,640,619      

     一般管理費 249,278,383      

     財務費用 1,678,363  2,262,597,365    

       

   （２）（控除）自己収入等       

       授業料収益 △925,817,264      

     入学金収益 △182,822,700      

     検定料収益 △37,322,000      

     受託事業等収益 △3,374,000      

     寄附金収益 △8,162,520      

     財務収益 △3,554,236      

     雑益 △27,034,814      

     資産見返運営費交付金等戻入 △20,739,652      

     資産見返寄附金戻入 △6,844,805      

     臨時利益 △34,125  △1,215,706,116    

    業務費用合計     1,046,891,249  

       

Ⅱ 損益外減価償却相当額     111,661,978  

       

Ⅲ 引当外賞与増加見積額     8,859,901  

       

Ⅳ 引当外退職給付増加見積額     3,633,531  

       

Ⅴ 機会費用       

   地方公共団体出資の機会費用   31,875,855  31,875,855  

       

Ⅵ 行政サービス実施コスト     1,202,922,514  
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注 記 事 項 

 

Ⅰ 重要な会計方針 

 

   
１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

   期間進行基準を採用しています。 

   なお、退職一時金等の使途が特定された経費については、費用進行基準を採用しています。 

 

 

２．減価償却の会計処理方法 

 （１）有形固定資産 

   定額法を採用しています。 

    耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としています。 

    主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 

     建物       ６年～４７年 

     構築物      ２年～３０年 

     機械装置        １７年 

     工具器具備品   ３年～１０年 

    また、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準第８５）の減価償却相当額については、損益外減価償却

累計額として資本剰余金から控除しています。 

（２）無形固定資産 

   定額法を採用しています。 

    なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいて償却してい

ます。 

 

 

３．賞与に係る引当金及び見積額の計上基準 

賞与のうち、運営費交付金により財源措置がなされないものについては、教職員に支給する賞与に備えるため、

支給見込額を計上しています。なお、賞与のうち、運営費交付金により財源措置がなされるものについては、賞

与に係る引当金は計上していません。 

   また、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、事業年度末における引当外賞与見積

額から、前事業年度末における引当外賞与見積額を控除して計算しています。 

 

  

４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

   退職一時金については運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上していませ

ん。 

   また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、地方独立行政法人会計基準第８

７第４項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しています。 

  

 

５．貸倒引当金の計上基準 

   債権の貸倒による損失に備えるため、回収遅延の債権について個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しています。 

 

 

６．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

 （１）地方自治体出資の機会費用の計算に使用した利率 

   ２０１５年３月末における１０年利付国債の利回りを参考に０．４００％で計算しています。 

 

 

７．リース取引の会計処理 

   リース料総額が３百万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会

計処理によっています。 

 

 

８．消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっています。 
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９．金融商品に関する注記 

 （１）金融商品の状況に関する事項 

   当法人は、資金運用については地方独立行政法人法第 43 条に基づく安全な運用に限定しており、2014 年度

期末は預金のみで行っております。また資金調達については地方独立行政法人法第 41 条の借入金等に限定し

ていますが、2014 年度期末において該当はありません。 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

   期末日における主な金融商品の貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。 

（単位：円） 

区 分 貸借対照表計上額（＊１） 時 価（＊１） 差 額（＊１） 

（１）現金及び預金 

（２）未払金 

1,065,623,332 

（212,022,971） 

1,065,623,332 

（212,022,971） 

― 

― 

（＊１）負債に計上されているものは、（ ）で示しています。 

（注）金融商品の時価の算定方法 

（１）現金及び預金、（２）未払金 

     これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ています。 

 

 

Ⅱ 貸借対照表関係 

       運営費交付金から充当されるべき退職給付見積額は、829,613,163 円、運営費交付金から充当されるべき賞与見積

額は、86,136,225 円です。 

 

 

Ⅲ 損益計算書関係 

   経常損益においてファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、△923,747 円であり、当該影響額を除いた

当期総利益は 67,779,197 円です。 

 

 

Ⅳ キャッシュ・フロー計算書関係 

１ 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳   

 現金及び預金 1,065,623,332 円  

 定期預金 △1,000,000,000 円  

      資金期末残高 65,623,332 円  

    

２ 重要な非資金取引   

   （１） 寄附受による資産の増加 3,418,017 円  

   （２）ファイナンス・リース契約による資産の増加      119,249,700 円 

 

 

Ⅴ 行政サービス実施コスト計算書関係 

１ 資産見返運営費交付金等戻入△20,739,652 円は、授業料を財源として取得した資産に伴うものです。 

２ 引当外退職給付増加見積額には、神戸市からの派遣職員に係る引当外退職給付増加見積額 12,112,540 円が含まれて

います。 

３ 機会費用はすべて設立団体にかかるものです。 

 

 

Ⅵ 減損会計の適用について 

 減損の兆候が認められた固定資産 

 １．電話加入権 

 （１）用途（通信設備）、種類（電話加入権）、帳簿価額（4,000 円）、数量（16回線）、総額（64,000 円） 

 （２）減損の兆候の概要（固定資産の市場価格が著しく下落しております。） 

 （３）正味売却価額（2,000 円）は帳簿価額から 50％以上下落しておりますが、使用価値相当額（ＮＴＴの公定価

格 37,800 円）が帳簿価額（4,000 円）を上回るため、減損の認識は行ないませんでした。 
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Ⅶ 重要な債務負担行為 

   当期に契約を締結し、翌期以降に支払いが発生する重要なものは、以下の通りです。 

                                      （単位：円） 

    件   名      契約金額       翌期以降支払予定額  

第２学舎増築建築工事 206,496,000 123,906,000 

 

 

Ⅷ 重要な後発事象 

   該当事項はありません。 
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附 属 明 細 書   
（１）固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第８５ 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第８８ 資産除去債務に係る特定の除

去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細 

 

        （単位：円） 

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

減価償却累計額 減損損失累計額 
差引当期末 

残高 
摘要 

 当期償却額  
当期 

損益内 

当期 

損益外 

有形固定資産 

（特定償却資

産） 

建物 2,788,818,000 － － 2,788,818,000 907,404,331 111,661,978 － － － 1,881,413,669  

計 2,788,818,000 － － 2,788,818,000 907,404,331 111,661,978 － － － 1,881,413,669  

有形固定資産 

（特定償却資

産以外） 

建物 864,622,975 72,884,009 － 937,506,984 284,174,485 52,155,342 － － － 653,332,499  

構築物 99,524,238 － － 99,524,238 58,706,488 5,333,831 － － － 40,817,750  

機械装置 － 17,004,326 － 17,004,326 83,354 83,354 － － － 16,920,972  

工具器具備品 273,974,959 130,592,826 64,674,435 339,893,350 180,959,652 44,007,002 － － － 158,933,698  

図書 1,446,280,994 20,283,732 8,143,793 1,458,420,933 － － － － － 1,458,420,933  

計 2,684,403,166 240,764,893 72,818,228 2,852,349,831 523,923,979 101,579,529 － － － 2,328,425,852  

非償却資産 
土地 6,025,082,000 － － 6,025,082,000 － － － － － 6,025,082,000  

美術品・収蔵品 6,502,005 － － 6,502,005 － － － － － 6,502,005  

建設仮勘定 5,452,460 108,837,184 － 114,289,644 － － － － － 114,289,644  

計 6,037,036,465 108,837,184 － 6,145,873,649 － － － － － 6,145,873,649  

有形固定資産

の合計 
土地 6,025,082,000 － － 6,025,082,000 － － － － － 6,025,082,000  

建物 3,653,440,975 72,884,009 － 3,726,324,984 1,191,578,816 163,817,320 － － － 2,534,746,168  

構築物 99,524,238 － － 99,524,238 58,706,488 5,333,831 － － － 40,817,750  

機械装置 － 17,004,326 － 17,004,326 83,354 83,354 － － － 16,920,972  

工具器具備品 273,974,959 130,592,826 64,674,435 339,893,350 180,959,652 44,007,002 － － － 158,933,698  

図書 1,446,280,994 20,283,732 8,143,793 1,458,420,933 － － － － － 1,458,420,933  

美術品・収蔵品 6,502,005 － － 6,502,005 － － － － － 6,502,005  

建設仮勘定 5,452,460 108,837,184 － 114,289,644 － － － － － 114,289,644  

計 11,510,257,631 349,602,077 72,818,228 11,787,041,480 1,431,328,310 213,241,507 － － － 10,355,713,170  

無形固定資産 
ソフトウェア 10,540,511 － － 10,540,511 4,712,804 2,108,102 － － － 5,827,707  

電話加入権 64,000 － － 64,000 － － － － － 64,000  

計 10,604,511 － － 10,604,511 4,712,804 2,108,102 － － － 5,891,707  

投資その他の

資産 
長期貸付金 2,794,500 － 1,057,500 1,737,000 － － － － － 1,737,000  

貸倒引当金 △106,625 － △34,125 △72,500 － － － － － △72,500  

計 2,687,875 － 1,023,375 1,664,500 － － － － － 1,664,500  

（注）工具器具備品の当期増加額は、情報基盤システム更新（73,900,500 円）、学務システム更新（45,349,200 円）等によるものです。 
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（２）たな卸資産の明細 

該当事項はありません。 

 

 

（３）有価証券の明細 

（３）－１ 流動資産として計上した有価証券 

        該当事項はありません。 

     

（３）－２ 投資その他の資産として計上した有価証券 

        該当事項はありません。 

     

 

（４）長期貸付金の明細 

    （単位：円） 

区 分 期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 摘 要 
回収額 償却額 

育英会奨学金 2,794,500 － 1,057,500 － 1,737,000  

    

 

（５）長期借入金の明細 

  該当事項はありません。 

 

 

（６）引当金の明細 

（６）－１ 引当金の明細 

    （単位：円） 

区 分 期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 摘 要 
 目的使用 その他 

賞与引当金 15,301,745 13,903,925 15,301,745 － 13,903,925  

 

（６）－２ 貸付金等に対する貸倒引当金の明細 

    （単位：円） 

区 分 
貸付金の残高 貸倒引当金の残高 

摘 要 
期首残高 当期増減額 期末残高 期首残高 当期増減額 期末残高 

育英会奨学金 2,794,500 △1,057,500 1,737,000 106,625 △34,125 72,500  

   （注）債権の貸倒に備えるため、回収遅延の債権について個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

います。 

 

（６）－３ 退職給付引当金の明細 

 該当事項はありません。 

 

 

（７）資産除去債務の明細 

該当事項はありません。 

 

 

（８）保証債務の明細 

該当事項はありません。 
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（９）資本金及び資本剰余金の明細 

（単位：円） 

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要 

資本金 
地方公共団体出資金 8,813,900,000 － － 8,813,900,000  

計 8,813,900,000 － － 8,813,900,000  

資本剰余金 

無償譲与 6,637,005 － － 6,637,005  

計 6,637,005 － － 6,637,005  

損益外減価償却累計額 △795,742,353 △111,661,978 － △907,404,331  

差引計 △789,105,348 △111,661,978 － △900,767,326  

  

 

（１０）積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細 

（１０）－１ 積立金の明細 

（単位：円） 

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要 

教育研究の質の向上及び 

組織運営の改善目的積立金 
－ 104,219,527 － 104,219,527  

前中期目標期間繰越積立金 598,158,476 － 9,600,000 588,558,476  

（注）当期増加額は、2013 年度の利益処分によるものです。 

   当期減少額は、当該積立金の使途に沿った使用によるものです。 

 

 

（１０）－２ 目的積立金取崩しの明細 

（単位：円） 

区 分 金 額 摘 要 

目的積立金取崩額 
前中期目標期間繰越積立金 9,600,000 費用の発生 

     計 9,600,000  

（注）上記以外に、目的積立金を財源として支出した額が 108,837,184 ありますが、建設仮勘定として整理しているた

め取崩額に含まれておりません。 

 

 

（１１）運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細 

（１１）－１ 運営費交付金債務 

                           （単位：円） 

交付年度 期首残高 
交付金 

当期交付額 

当期振替額 

期末残高 
運営費交付金

収益 

資産見返運

営費交付金 

建設仮勘定

見返運営費

交付金 

資本 

剰余金 
小 計 

2013年度 22,565,506 － 22,565,506 － － － 22,565,506 － 

2014年度 － 1,100,176,000 1,007，469,108 71,195,440 － － 1,078,664,548 21,511,452 

合計 22,565,506 1,100,176,000 1，030,034,614 71,195,440 － － 1,101,230,054 21,511,452 
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（１１）－２ 運営費交付金収益 

（単位：円） 

区   分 
2013 年度 

交 付 分 

2014 年度 

交 付 分 
合  計 

期間進行基準 － 990,981,560 990,981,560 

費用進行基準 22,565,506 16,487,548 39,053,054 

合  計 22,565,506 1,007,469,108 1,030,034,614 

 

 

（１２）地方公共団体等からの財源措置の明細 

該当事項はありません。 

 

 

（１３）役員及び教職員の給与の明細 

（単位：円、人） 

区 分 
報酬又は給与 退職給付 

支給額 支給人員 支給額 支給人員 

役 員 

常 勤 56,239,983 ４ 34,563,636 １ 

非常勤 184,080 １ － － 

計 56,424,063 ５ 34,563,636 １ 

教職員 

常 勤 1,106,991,505 １３０ 1,680,360 １ 

非常勤 208,046,094 １７４ － － 

計 1,315,037,599 ３０４ 1,680,360 １ 

合 計 

常 勤 1,163,231,488 １３４ 36,243,996 ２ 

非常勤 208,230,174 １７５ － － 

計 1,371,461,662 ３０９ 36,243,996 ２ 

 

 （注１）役員に対する報酬及び退職手当の支給基準の概要 

     「公立大学法人神戸市外国語大学役員報酬規程」及び「公立大学法人神戸市外国語大学役員退職手当規程」に

基づき支給しています。 

 （注２）教職員に対する給与及び退職手当の支給基準の概要 

     「公立大学法人神戸市外国語大学職員給与規程」、「公立大学法人神戸市外国語大学契約職員就業規則」、「公立

大学法人神戸市外国語大学非常勤講師就業規則」、「公立大学法人神戸市外国語大学パート職員就業規則」、「公

立大学法人神戸市外国語大学留学生担当嘱託講師就業規則」及び「公立大学法人神戸市外国語大学職員退職手

当規程」に基づき支給しています。 

（注３）支給人員については、平均支給人員で記載しています。 

 （注４）支給額には、法定福利費、退職給付引当金繰入額、賞与引当金繰入金及び神戸市からの派遣職員に係る退職給

付負担金拠出額は含めていません。 

 

 

（１４）開示すべきセグメント情報 

  単一の事業活動を営んでいるため、記載は省略しています。 
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（１５）業務費及び一般管理費の明細 

（単位：円） 

教育経費       

  消耗品費   9,343,317    

  備品費   3,578,559    

  印刷製本費   4,347,546    

   水道光熱費   20,080,532    

旅費交通費   1,747,546    

通信運搬費   2,332,951    

賃借料   7,754,196    

福利厚生費   2,180,000    

保守管理委託費   6,582,439    

修繕費   20,075,526    

 損害保険料   561,437    

広告宣伝費   2,571,663    

行事費   1,979,670    

交際費   194,200    

諸会費   435,444    

会議費   9,960    

報酬・委託・手数料   27,093,113    

奨学費   42,663,739    

減価償却費   51,229,599    

雑費   4,732,234  209,493,671  

研究経費       

消耗品費   6,570,243    

備品費   11,644,623    

印刷製本費   1,351,873    

   水道光熱費   6,934,794    

旅費交通費   22,376,639    

通信運搬費   198,776    

賃借料   697,425    

修繕費   1,703,245    

諸会費   1,121,300    

会議費   70,000    

報酬・委託・手数料   1,022,753    

減価償却費   8,084,160  61,775,831  

教育研究支援経費       

消耗品費   18,286,283    

備品費   1,237,755    

印刷製本費   261,900    

図書費   8,143,793    

   水道光熱費   5,752,356    

通信運搬費   17,850    

賃借料   5,333,748    

修繕費   1,652,743    

諸会費   110,000    

報酬・委託・手数料   29,194,529    

減価償却費   11,487,720    

雑費   42,984  81,521,661  

受託事業費     2,973,381  

役員人件費       

報酬   56,424,063    

退職給付費用   34,563,636    

法定福利費   8,511,440  99,499,139  
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教員人件費       

 常勤教員人件費       

給料 611,414,532      

賞与 197,759,613      

退職給付費用 1,680,360      

法定福利費 158,979,728  969,834,233    

 非常勤教員人件費       

給料 149,100,438      

賞与 992,400      

法定福利費 3,221,615  153,314,453  1,123,148,686  

職員人件費       

 常勤職員人件費       

給料 246,956,800      

賞与 50,860,560      

賞与引当金繰入額 13,903,925      

退職給付費用 12,323,275      

法定福利費 43,775,517  367,820,077    

 非常勤職員人件費       

賃金 51,736,536      

賞与 6,216,720      

法定福利費 7,454,917  65,408,173  433,228,250  

一般管理費       

 消耗品費   7,415,881    

 備品費   4,560,984    

 印刷製本費   2,993,047    

 水道光熱費   5,987,484    

 旅費交通費   7,273,472    

 通信運搬費   5,415,280    

 賃借料   4,667,291    

 福利厚生費   396,610    

 保守管理委託費   4,952,672    

 修繕費   45,416,851    

 損害保険料   1,199,808    

 広告宣伝費   3,950,255    

 交際費   231,139    

 諸会費   1,822,890    

 会議費   22,273    

 報酬・委託・手数料   116,983,148    

 租税公課   1,087,800    

 減価償却費   32,886,152    

 雑費   2,015,346  249,278,383  
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（１６）寄附金の明細 

（単位：円） 

当期受入額 件  数 摘  要 

45,388,537 981 うち現物寄付 7,317,037 円、885 件 

 

 

（１７）受託研究の明細 

該当事項はありません。 

 

 

（１８）共同研究の明細 

該当事項はありません。 

 

 

（１９）受託事業等の明細 

 （単位：円） 

期首残高 当期受入額 受託事業等収益 期末残高 

－ 3,374,000 3,374,000 － 

 

 

（２０）科学研究費補助金等の明細 

（単位：円） 

種   目 当期受入 件  数 摘  要 

基盤研究Ａ 
（7,080,000） 

2,124,000   
3  

基盤研究Ｂ 
（6,050,000） 

1,815,000   
17  

基盤研究Ｃ 
（22,490,000） 

6,747,000   
34  

挑戦的萌芽研究 
（ 425,000） 

127,500   
2  

若手研究Ｂ 
（6,400,000） 

1,920,000   
8  

研究活動スタート支援 
（1,000,000） 

300,000   
1  

合  計 
（43,445,000） 

13,033,500   
65  

（注）当期受入は間接経費相当額を記載し、直接経費相当額については外数として括弧内に記載しております。 
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（２１）上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細 

（２１）－1 現金及び預金の明細 

                                                 （単位：円） 

区    分 期末残高 備  考 

現金 33,100  

普通預金 40,892,726  

郵便振替口座 24,697,506  

定期預金 1,000,000,000  

計 1,065,623,332  

 

 

（２１）－２ 資産見返物品受贈額の明細 

                                                 （単位：円） 

区    分 期末残高 備  考 

構築物 9,526,549  

工具器具備品 2  

図書 1,245,949,147  

計 1,255,475,698  

 

 

 

 

 


